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「労使関係思想から見たジョブ型・メンバーシップ型」 

独立行政法人 労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）研究所長  

濱口 桂一郎 氏 

 

はじめに（資料１～２ページ） 

（１）ジョブ型は古い 

本日はジョブ型雇用についての講演依頼をいただいたのですが、あえてこれに「労使関係

思想から見た」という形容詞を付けさせていただきました。 

 なぜかといいますと、この 2年半の間、ちょうど新型コロナウィルス感染拡大が始まった

2020 年の初めぐらいから、新聞や雑誌、ネットでもジョブ型という言葉を目にしない日が

ない、毎日のようにいくつもジョブ型を論じたと称する記事が山のように出ておりました。

こういうこともあって、私もこの 2年半の間、あちこちでジョブ型について講演する機会が

多かったのですが、正直言ってもう飽きました。 

 毎回同じことを話すのですが、この 2年半ほど、日経新聞をはじめとするメディア、ある

いは人事コンサルタントや評論家の方々は、ジョブ型だ、日本の仕組は古い、世界はジョブ

型に向かっている、と言っていますが、それは全部インチキだよ、うそだよ、ということを

あちこちで言い続けてきたのです。毎回同じことばっかり言っていると、正直、こんなこと

ばかり話していていいのか、という気がしないでもありません。 

もう一つ言うと、毎回ジョブ型についてお話をする際に冒頭、どう話をするかというと、

ジョブ型は古い、日経新聞やインチキコンサルタントがこれからはジョブ型だ、最新の新型

商品だ、と言っているが、それはうそだと一生懸命話してきたのですが、どういうふうに古

いのかということをきちんとまとまって話したことが実はあまりないのです。 

 先ほど、私の著作の話がでましたがその本でも、最初のほうに「ジョブ型は古臭い」と、

書きましたが、その話はその点について細かく突っ込んでおりません。それより今、世に氾

濫している議論をいかに根本的に修正するかを一生懸命やっているわけですが、しかし、考

えてみると、日経新聞を見て、あるいはコンサルタントの話を聞いて、これからはジョブ型

だと思っている人には、まさにそういうレベルの話をする必要があります。 

日本の未来塾にお集まりの皆さんには、「実はジョブ型は古臭い」ということ、こちらの

本では省略したその話こそが本当はふさわしいのではないか、と思ったのです。 

（２）ジョブ型を語るなら労使関係の歴史から 

 いつものジョブ型についての講演の内容を少し変えます。昨年出版した『ジョブ型雇用社

会とは何か』で『一刀両断！』と帯に書いてあるこの本の中身の話をしているのですが、今

日はそれを入れ替えて、2020年に出版した『働き方改革の世界史』を中心に講演します。 

 この本ですが、非常に多くの人からタイトルが悪い、アベノミクスの解説みたいに思われ

るからこんなタイトルにしないほうがよかったのではないか、と言われました。そうなのか
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とも思いますが、編集者からいわれて付けてしまった。ただ、帯にはここにあるように労使

関係の本です。労使関係について正面から書いた新書本は、実は最近ほとんどありません。

ましてジョブ型、メンバーシップ型と絡めて労使関係の問題を論じた本は、他の著作より多

く読まれてほしいのですが、残念ながら一昨年に出版されてからまだ重版の連絡がきてい

ません。誠に残念ですが、いかに労使関係の本が今、日本で売れなくなっているという。そ

れは半ば冗談ですが、この『働き方改革の世界史』という本は、実は労使関係そのものとい

うよりは、労使関係に関する英、米、独、仏、そして日本の様々な名著を紹介しながらこの

問題の淵源がどこにあるということをやや面白おかしい口調で説き聞かせる形で書いたも

のです。 

 本日の講演は、一見、ジョブ型とかけ離れたような話に聞こえるかもしれませんが、実は

それはジョブ型を売り歩いている人たちの議論のほうが薄っぺらで、本当にジョブ型やメ

ンバーシップ型の問題を議論しようと思うのであれば、少なくとも過去 100年、200年ぐら

いの近代社会の労働のありよう、労使関係のありようというものを深く突っ込んで考える

必要があるということお話します。本当はもっといろいろなところでも話をしたいのです

が、なかなかその機会がありませんでしたが、きょう連合総研さんからその機会をいただい

たことを奇貨としてお話をさせていただこうと思っているわけです。 

 

Ⅰ．トレードからジョブへ 

１．出発点は集合取引(collective bargaining) （資料４ページ） 

 まず、ジョブ型は古い、100年、200年の話。少し雑な言い方をしていますが、正確に言

うとジョブ型は 100 年です。ただ、ジョブ型の元になるトレード型を含めると大体 200 年

以上昔になります。200年以上昔、どこで始まったかっていうと、言うまでもなく、これは

世界で産業革命を初めて起こしたイギリス。イギリスが産業革命の母国であると同時に、労

働運動の母国でもあるということは皆さんもよくご存じのとおりであります。そして、イギ

リスで 18、19世紀の頃から始まったイギリスの世界最古の労働運動のマニフェスト、何を

目指し、どういうことをやっているかにフォーカスし、記したのが、ウェッブ夫妻の『産業

民主制論』という分厚い本です。すごく分厚い本ですが、私なりのダイジェストを書いてあ

りますので、興味があれば読んでみてください。 

 イギリスで 19世紀に確立した労働組合。英語で労働組合のことをトレード・ユニオンと

いいますが、トレード・ユニオン、トレードって何でしょう。トレードは、普通の英和辞典

を引くと、商業とか交易と書いてあります。トレード・ユニオンは商業組合？交易組合？と

いう感じがします。だけどそれが労働組合という意味です。実は、このトレード・ユニオン

は労働者だけでなく、いわゆる使用者側の団体も含めてトレード・ユニオンといいます。ト

レードとは職業という意味です。ジョブよりも広い概念です。トレードのカテゴリーで集ま

った、いわば 18、19 世紀ぐらいであれば職人ですが、職人たちが同じ職業っていうことで
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集まってつくったのがトレード・ユニオンです。 

 トレード・ユニオンは何をするか。collective bargaining をします。collective 

bargaining っていうのを英和辞典で引くと、団体交渉と書いてありますが、これを戦後日

本の企業内組合が行う団体交渉と似たようなものだと思ったら、大間違い。これは戦前の翻

訳の『産業民主制論』（高野岩三郎訳）では、collective bargainingは集合取引と訳して

います。集合取引とは何かというと、労働力を売っている職人たちが個々に売買をしている

と買いたたかれるので、団結して、談合している。これもこの本の中での訳語ですけども、

人間労働力の購買価格をできるだけ高く引き上げ、そのために collective bargaining、集

合取引をするわけです。 

 集合取引をして何を決めるかっていうと、standard rate、標準賃銀率を決めるわけです。

標準賃銀率を決めるとはどういうことかといえば、労働力の価格をこれ以下では売らない

というのを決定するわけですから、これは別の観点からいえばまさにカルテルです。労働組

合、トレード・ユニオンは、もともとはカルテルなのです。出発点がそれであったことを今

の日本では全く忘れられていますが、実はここから始まったということを踏まえないとジ

ョブ型は分かりません。 

 

２．「労働は商品じゃない」の本当の意味（資料５ページ） 

 19 世紀のイギリスは、まだジョブになる前のトレードの状況ですが、このイギリスのト

レードこそが 20世紀のアメリカでジョブであり、今、ジョブ型の元になるジョブが確立す

るまでの労働世界の基軸であったわけです。そういう意味で、20 世紀アメリカのジョブに

も 19世紀イギリスのトレードの発想は、脈々と流れ込んでいる。したがって、まずは 19世

紀イギリスのトレード・ユニオンの collective bargainingから出発しないといけない。 

 同じトレードに基づく労働組合は、大西洋を渡ってアメリカでも発展しました。19 世紀

から 20世紀にかけて、アメリカでは、19世紀イギリスのトレード・ユニオンと同じような

形で、いわゆる職業別の労働運動を進めていたのがサミュエル・ゴンパーズという人です。

今、アメリカの労働組合のナショナルセンター、AFL-CIO ですが、もともと 19 世紀以来、

アメリカ労働総同盟 AFL とういう組織があり、そこから 20 世紀前半に CIO、産別会議に分

かれたが、戦後また合体してできたのが今の AFL-CIOです。 

 ざっくり言うと、AFLは 19世紀のトレード型、職種別の労働組合です。CLOはその後にで

きた産業別です。ゴンパーズはそもそも社会主義が大嫌いで、立法闘争より団体交渉が全て、

というようなことを言っていましたが、彼が生涯をかけて、ある立法闘争を一生懸命やるこ

とになります。 

 19 世紀終わり頃にアメリカでシャーマン反トラスト法という、独占禁止法のような法律

ができましたが、この法律を裁判所はもっぱら労働組合に適用したわけです。先ほど述べま

したが、実は労働組合はカルテルです。これ以下の賃金では働かない、労働を売る価格を一
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定価格以下では売らないと主張しているので、まさにカルテルだと。これは、けしからんと

いうことで、19世紀末から 20世紀初めにかけて、アメリカの裁判所は労働組合をトラスト

だと言って摘発していくわけです。この法律を変えようというのがゴンパーズの一生をか

けた立法闘争です。 

 1914年にクレイトン法にゴンパーズの標語である『人間の労働は物資又は商品ではない』

という標語が盛り込まれた。これをゴンパーズは労働の大憲章であると絶賛したのですが、

アメリカ最高裁でもめて、最終的に労働組合に適用されなくなるのは 1932年、フーバー大

統領のときのぎりぎりぐらいの頃です。ニューディール政策ぎりぎりの頃、ノリス・ラガー

ディア法でようやく転換します。今の日本で労働は商品ではない、とはどういう意味だと思

いますか。それは要するに、労働はまさに商品ではない、市場で取引してはいけない、人間

的な集団の中で行われるもの、という意味で捉えている人がほとんどだと思います。それは

間違いです。労働は商品ではないという言葉も少し変ですが、要するに労働は、独禁法が適

用される商品ではない、労働者自ら労働を売るときには独禁法とは言わずに、カルテルだろ

うがトラストだろうがいいでしょ、という意味なのです。 

 ですから、ゴンパーズの活動は、まさに労働の価格をみんなで団結して高めていくこと、

それを邪魔する反トラスト法を適用させないことが目的で、そのために労働は商品ではな

いと言い続けていたのに、太平洋渡った日本で、この言葉は全く違う意味に捉え続けている

というのは大変皮肉なことだと思います。つまり、日本では、ジョブ型の元になっているト

レード型の思想が全く理解されていない。 

 

３．ジョブ型労働運動の哲学（資料６ページ） 

 次もアメリカの話です。セリグ・パールマンの『労働運動の理論』という古い本ですが、

トレードからジョブに移っていくちょうど端境期ぐらいの理論を書いた本です。20 世紀の

アメリカの労働運動は、職種別のトレード・ユニオンから、産業別のレーバー・ユニオンに

転換していきます。第一次大戦後の 10年間ほど、アメリカの大企業はいわゆるウェルフェ

ア・キャピタリズムという、日本型経営にも似た企業福祉主義を実践したことがあります。

その後 30 年代にはニューディールでワグナー法ができる。そういう中で AFL とは違う CIO

系の労働組合がつくり出したのがジョブ・コントロール・ユニオニズムです。 

 ジョブ・コントロール・ユニオニズムは、実は 20世紀のアメリカで生み出された、まさ

にジョブ型の労使関係システムというもののコアに当たる概念です。簡単に解説すると、ジ

ョブ・コントロール、職務統制とは何かというと、二つほど源流があります。一つは、フレ

デリック・テイラーの科学的管理法、それから、いわゆるフォーディズムといわれる大量生

産システム。これによって昔ながらのトレードはだんだん解体していきます。 

 企業の管理単位としてジョブ、職務がだんだん成立してくる。これは経営者主体の動きだ

ったのですが、それに対して CIO系の労働組合は、ジョブ・ディスクリプションによって明
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確にジョブを区別し、そのジョブごとに時間賃率を設定、かついわゆるアメリカの労働組合

が作り上げたセニョリティルールによって、早く入った者ほど後から出ていくという、レイ

オフのルールを作る。このルールを労働組合が主導で確立する。だから、20世紀半ばに CIO

系の労働組合がつくり出したジョブ・コントロール・ユニオニズムが実は労使関係論的にい

うジョブ型の原点なのです。 

 そして、CIO系の労働組合がつくり出したジョブ・コントロール・ユニオニズムのジョブ

は、トレードと何が違うかといえば、トレードは企業があろうがなかろうが、企業などとは

関係なしに存在するのがトレードで、それに対してジョブは 20世紀のアメリカの大企業で

内部労働市場に一つ一つ明確にジョブがつくり出されていく。明確につくり出したジョブ

について、労働組合がきちんとコントロールするという、企業内のジョブをコントロールす

る主体が労働組合。それが日本みたいな企業別組合ではなくて、産業別に組織されたレーバ

ー・ユニオンであるというのが 20世紀初頭につくり出されたアメリカのジョブ型の労働運

動、ジョブ・コントロール・ユニオニズムなのです。実はジョブ型の話をするなら、最低で

もここぐらいから出発しないといけない。 

 

Ⅱ．パートナーシップ型労使関係という奇跡 

４，共同決定というもう一つの産業民主主義（資料８ページ） 

 ジョブ型でない世界も欧米にもあります。言い方が雑ですが、日本はメンバーシップ型で

欧米は全てジョブ型。ある意味そうですが、そうでない面もいろいろあります。その中でも

特に重要なのは、ドイツです。ドイツは彼ら自身もパートナーシップ型と呼んでいますが、

メンバーシップ型と時々誤解をされる。共通する面がありますが、ある面では明確に違うと

ころがあります。これもいくつかの本を紹介しながら見ていきましょう。 

 まず一つ目、フリッツ・ナフタリの『経済民主主義』。これは戦前、ワイマール時代のド

イツで出された、当時の ADGB、今の DGB の前身に当たる労働組合の委託を受けて作られた

報告書です。これが共同決定というものに代表される、いわゆる労使パートナーシップをマ

ニフェストのような形で提示した、最初のものかと思います。 

 もともとドイツの労働運動、社会民主党はマルクス主義政党でしたが、19 世紀の終わり

ぐらいにベルンシュタインが修正主義を提起します。第一次大戦中にいわゆる城内平和と

いうことで労使が協調します。大戦後に使用者団体と労働組合のトップ会談で、ワイマール

型労使関係の原型がつくられて、産業レベルで団体交渉をして賃金や労働時間について決

める。これがいわゆる労働協約システムです。 

 一方で、企業内に事業所委員会を設けて、これが企業の中のことをいろいろ定めていくと

いう労使協議システム、今日のドイツのデュアル・システムというものの原型がつくられた

のが、実はこのワイマール時代です。これがナチス時代にいったん破壊されて、戦後復活し

拡大していく。そういう意味では、今日のドイツのシステムというものの原点を見るという
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意味では非常に面白い本です。 

 先ほど見た労使関係、労働運動のマニフェストは、ウェッブ夫妻の『産業民主制論』と何

が違うかといいますと、民主制度の捉え方が違う。つまり、アングロサクソン的という言い

方をしますが、ウェッブ夫妻の『産業民主制論』でいう民主とは、collective bargaining

のことです。つまり、まさに労働力をマーケットで売り買いをする。そのマーケットで弱い

立場にある労働者が団結して一定の価格を勝ち取っていく、取引条件を勝ち取っていく、こ

れが民主主義だ、というのがアングロサクソン的な民主主義、産業民主主義という考え方で

す。ナフタリの経済民主主義は、もちろんこの経済民主主義という言葉自体がウェッブ夫妻

の産業民主制というインダストリアル・デモクラシーに触発されてつくられた言葉ではあ

りますが、しかし、単なる市場の民主主義ではなくて、いわば政治的民主主義とパラレルな

民主主義。つまり、企業の中で生産活動に携わる者としてその意思決定にいかに関わってい

くか、企業の中の意思決定に関わる民主主義。労働者が意思決定に関わる、そういう民主主

義という意味も込めて報告書のタイトルを『経済民主主義』にしているわけです。ここが多

分、アングロサクソン的な考え方とドイツの考え方の一番大きな違いだと思います。 

 

５．労使は経営共同体のパートナーシップ（資料９ページ） 

 『経済民主主義』がいわば労働側のマニフェストだとすると、ドイツの場合、経営側もこ

れに対応する考え方を示しています。フィッシャーは経営学者であり、経営者はないのです

が、彼の『労使共同経営』は、企業内の労使は一種の経営共同体という考え方を経営側の立

場から打ち出した本です。 

 経営者の立場からすれば、企業内の意思決定は経営の専権事項であって、労働者があれこ

れいう話ではないということですが、イギリスの経営使用者は特にそうです。労働はトレー

ド・ユニオンと collective bargaining して、決まった価格を受け入れるのは仕方がない

が、会社の中のことについてあれこれ言われるのはとんでもないという発想がすごく強い。

ところが、こういう発想を乗り越えるために、経営者と労働者を共同体のメンバーと考える

ような発想が必要になります。そのキーワードがパートナーシャフト、英語でいうパートナ

ーシップというものです。企業は従業員の生活安定を目指し、従業員も共同体のメンバーと

して労働能率を高める。そのために重要なのが経営協議会、事業所委員会です。 

 この辺が実にアングロサクソン的な発想と対極的です。一番対極的なのは実はアメリカ

で、ワグナー法、全国労使関係法によって、従業員代表制を許していないのです。それは会

社組合という会社側による支配介入だとされてしまう。この影響で、日本の労働組合法にも

支配介入という不当労働行為があります。 

 アメリカがなぜそうなのか。1920 年代のウェルフェア・キャピタリズム時代に、労働組

合を嫌がった企業がそれに代わるものとして従業員代表制を作ったことがあります。むし

ろそれを否定するものとしてワグナー法が作られ、その上に CIO 系の労働組合が発展して
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いったということもあって、アメリカは結局、従業員代表制なきジョブ・コントロール・ユ

ニオニズムになってしまった。なので、それが嫌な企業は、ユニオンによるジョブ・コント

ロールを受け入れるか、それともユニオンなんか徹底的にたたきつぶしてノン・ユニオンに

するか二者択一になってしまった。 

 ドイツ型のシステムの大変いいところは二者択一にしない点です。まさに企業レベルで

は従業員代表とパートナーシップを図ることによって、産業別労使関係における集合取引

が個々の企業の中の様々な課題に煩わされないで、純粋に労働の価格を、あるいは労働の条

件を取引する、取引して企業のレベルで決めることができるという。逆にいえば、それゆえ

に労働組合の存在余地を確保することができたのではないかと思います。 

 

Ⅲ．パートナーシップなき企業内労使関係の苦悩 

６．労使パートナーシップへの淡い夢（資料１１ページ） 

 ここからはイギリスとアメリカの暗い話を少し見ていきたいと思います。ジョブ型、ある

いはトレード型が、20 世紀の半ば以降のイギリスやアメリカでどんな問題をもたらしてい

たのか、そこから脱却しようとし、そしてそれがうまくいかなかったのかという話をします。 

 ジョブ型の話で、なんでこんな話をするかと思うかもしれませんが、ジョブ型は古臭いの

です。古臭くて、こんなにいろんな問題がある中をくぐり抜けてきたものだということを分

かる必要があるのです。そういうことを全然知らずに 1 ミリの浅さでジョブ型を論じてい

るのは、本当に私は薄っぺらだと思います。次の話はパートナーシップなき企業内労使関係

の苦悩というタイトルでイギリスから二つ、アメリカから二つほど本を紹介します。 

 一つ目が G・D・H・コール。日本で労使関係について翻訳書が一番たくさん出ているのは

彼だと思います。恐らくその中で最後に出た本ですけど、取り上げている人を見たことがな

いです。彼は若い頃、ギルド社会主義をガンガン主張していた人なのですが、晩年になって、

パートナーシップについて著述するようになります。邦訳タイトルは『労働者－その新しい

地位と役割』というタイトルですが、原題は『The case for industrial partnership』。労

使パートナーシップの論拠というタイトルです。つまり、コールが最後に到達したのは、パ

ートナーシップという概念だったのです。 

 先ほど述べたように、イギリスの企業経営者たちの本音は、企業外部のトレード・ユニオ

ンと集合取引をすることはやぶさかではないが、企業内の従業員たちと対等の交渉するの

は絶対に嫌だ、という発想です。20 世紀半ばを過ぎた頃に、まだイギリスの経営者はそん

なこと言っているのか、考えを変えろと、言ったのがコールのこの本です。 

 彼がそこに持ち込もうとしたのは、ある意味でドイツ的なパートナーシップの発想でし

た。そういう意味で、コールはウェッブ夫妻の後輩に当たる人で、ウェッブにおいては、産

業民主制はもっぱらマーケットにおける集合取引だけを意味していました。これをまさに

先ほど述べたナフタリの経済民主主義をもう一遍逆輸入したようなところがあります。政
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治的民主主義とパラレルなのです。企業内部の意思決定への参加、経営参加として捉え直し

たのが、むしろこの本だと思います。 

 彼はここで、労働者というのをパートナーと呼んで、この訳書ではパートナーを共働者と

訳していますが、労働者が単なる労働力ではなくて、パートナーになれば責任を自覚し、自

分たちで選んだリーダーの下で働くコミュニティーとして、能率向上に努めていくことに

なるだろうと、大変いいことを書いています。ただ、イギリスはそういう道を進まなかった。

むしろ、かつての監督者の権威もだんだん失われ、労働の職場は、労働者がろくに仕事もし

ないでいいかげんにやっても放置されるという、まさに今から半世紀前に英国病という言

葉が大変はやりましたが、そのような状況になってしまうのです。 

 

７．パートナーシップなきイギリスの職場（資料１２ページ） 

 そういう状況になったイギリスで、これを何とかしようと取り組んだのが、アラン・フラ

ンダース、労使関係の学者です。『イギリスの団体交渉制』は、1960年代にイギリスの労使

関係がひどいことになっており、当時の政府がドノヴァン委員会を設置し、ドノヴァン報告

書を出しますが、ドノヴァン委員会に提出されたフランダースの報告書がこの本の原型に

なっています。19 世紀以来、企業へのトレード・ユニオンとの集合取引でやってきたが、

それが希薄化してきた。これは産業の在り方、企業の在り方が 19世紀から 20世紀に進み、

中小、零細からビッグビジネスになり、テイラー主義やフォード主義みたいなのものも入っ

てきます。そういう中で、事業所レベルで決めるべきことがだんだん大きくなっているにも

かかわらず、それに対応していない。イギリスの場合、職場レベルの労働運動に携わってい

るショップ・スチュワードという職場委員が労働組合ときちんとつながりを持っていない

ので、トレード・ユニオンが企業の外のでかいところで何を言っても、それが職場のほうに

はちゃんとつながっていかない、職場は無政府状態になってしまっている。 

 そこでフランダースいわく、企業外部のトレード・ユニオンではなく、現実に会社の中で

職場の実権を握っている従業員と交渉すべきだと主張するわけです。交渉単位は工場全体

とすべきだとか、ある種、トレードからジョブへという発想とともにパートナーシップを入

れるという話はないまぜになったような形での提言になってはいますが、やはり彼の提言

も実現することはありませんでした。 

 その後半世紀以上経過し、皆さんご存じのとおり、80年代から 90年代かけてサッチャー、

メージャーの保守党政権の反労働組合政策によって、労働運動は弱体化しました。結果的に、

人的資源管理っていう発想がだんだん強まってきた。労働組合はこれにどこまで対応した

のかは、90 年代のブレアの時代に、パートナーシップを強調するようになったのですが、

本当にそうなったかどうか、やや疑問であります。率直に言って対決型の労働運動も弱くな

ってしまった一方で、パートナーシップ型の労使関係も希薄なノン・ユニオン型の社会にな

ってしまったというのが実態ではないかと思います。 
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 ここはむしろ、イギリスの専門家の人に話してもらうべきかと思いますが、その後、イギ

リスは EUから脱退してしまったので、今のイギリスは公共部門を除けば、まともな産業別

の団体交渉はないと思います。では、企業別交渉しているかといえば、企業別交渉すらだん

だん希薄化して個別交渉になっている。かつて 200 年前に世界の先頭を走って労働運動を

始めたイギリスは、そこまでになってしまったのかなと感じます。 

 

８．ジョブ・コントロール型労使関係は崩壊の一途（資料１３ページ） 

 一方、アメリカも大変でした。アメリカが作ったジョブ型がいかにうまくいかないか、と

いう話をします。ジョブ型の話をするのであればこの話が一番必要です。先ほど見たニュー

ディール時代につくり出されたジョブ・コントロール型の労使関係は、その後、いっときは

威勢よく権勢を誇りましたが、だんだん落ちぶれていきました。 

 『対決に未来はない－従業員参加の経営革命』という本はこのことが書いてあります。今

から 30年ぐらい前に出版されました。著者はブルーストーン親子ですね。お父さんのアー

ヴィングは、実は UAW、アメリカ自動車労組の副会長で、GM担当です。つまり、日本でいえ

ばトヨタの労組の委員長みたいな人です。息子のバリー・ブルーストーンは労働経済学者。

この 2人の共著です。まさに UAWの副会長として、ジョブ・コントロール・ユニオニズムの

真っただ中にいた人が、その欠陥をこれでもかこれでもかとあげつらって、ジョブ型の労働

運動は駄目だということを一生懸命論じています。 

 出版された 92年は、日本的なシステムが大変素晴らしいと、日本でもアメリカでもいわ

れていた時期です。アメリカの何が駄目か、今でもよくいわれることですけども、労使関係

は敵対的で、細分化した職務をがんじがらめの規則で縛り、つまり、ジョブ・ディスクリプ

ションを細かく分けて少しでもそれをまたぐことは許されない。典型的な例として、監督が

ごみを拾うことも許されない。労働者は作るのが仕事であって、製品の品質には関心を持た

ない。こんなことだから、アメリカは日本に負けるのだ。これらの言葉がまさに 30年前の

感覚をよく表しているのですが、30 年前の段階ではアメリカのジョブ型の労使関係はもう

駄目で、日本を見習おうみたいなことを言っていたのです。 

 ところが、アメリカはそういう方向に行かなかった。近づいてもいない。実はこの後にク

リントン政権の下でダンロップを座長とするダンロップ委員会報告において、半世紀以上

前のワグナー法を改正して、協調的労使関係を少しは容認しようと言ったのですが、AFL-

CIOが猛反発して挫折しています。その後もアメリカでは繰り返しこういう試みはあります

が、大体うまくいかない。21 世紀になるとこれは皆さんよくご存じのとおり、日本型シス

テムもまさに水に落ちた犬のようになります。 

 結局、今のアメリカはどうなっているか。やはりノン・ユニオン型のジョブ型社会、つま

り、ジョブ・コントロールなきジョブ型社会に落ち着いた。ジョブをつくり、中身を定義し

ていますが、それをやっているのは労働組合ではなくてヘイコンサルタントのような人事
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コンサル会社で、今の日本でジョブ型と言っている人の目に入っているのは多分これでし

ょう。 

 ジョブ・コントロール、ジョブ型社会をつくり出したジョブ・コントロール・ユニオニズ

ムがほぼ崩壊して、その後の荒野となった世界でコンサル会社がジョブを商品として売っ

ている世界。これがジョブ型だと思われている。それはまだいい方で、日本型のジョブ型と

か訳の分からない話もある。日本でまだまともなジョブ型を売り歩く人たちの念頭にある

のは、実はこの最後のアメリカのところです。これがジョブ型だと考え、日本もこのジョブ

型にしようという議論をしている。それは確かに、今のアメリカはそうなっているので、全

くうそではないのですが、そこだけでジョブ型を論じるのは、少なくとも労使関係の本来の

歴史を考えたら何を言っているのか、ということになります。 

 

９．メンバーシップ型アメリカ企業の雌伏、栄光、挫折（資料１４ページ） 

 アメリカはもう一つ面白い話があります。サンフォード・ジャコービィ先生の名著『雇用

官僚制』という本は、メインストリームの歴史を描いていますが、これに対してメインスト

リームではない、いわば裏街道、20 世紀アメリカのジョブ型社会の裏街道を歩んだいくつ

かの会社が描かれているのが、『Modern Manors（会社荘園制）』という本です。 

荘園とはどういうことか。まさに封建的な共同体みたいなものです。これはニューディー

ルが始まる前の 1920 年代に一世を風靡した、いわゆるウェルフェア・キャピタリズムが生

き残ったものです。ほとんどのウェルフェア・キャピタリズムはつぶれてしまいますが、い

くつかほそぼそと生き延びたものがあります。そのいくつかの会社を描いていますが、一番

面白いのがイーストマン・コダック社です。 

 このコダック社の人事労務の歴史を見ますと、日本的メンバーシップ型とよく似た協和

主義、まさに企業をコーポラティズム的な共同社会に作り上げようとしていたということ

がこの本から分かります。この本が出版されたのが 1997年ですが、この頃は、既にコダッ

ク式のメンバーシップ型がうまくいかなくなりつつあった時代で、その後、コダック社は倒

産します。ジョブ・コントロール・ユニオニズムはいかに駄目かということを言って、その

裏側でメンバーシップ型のアメリカ企業がずっと雌伏していたが、やがて復活して、素晴ら

しいだろうと言った途端にポキっと折れてしまう。こういう話が実はイギリスでもアメリ

カでもずっと続いたわけです。だから、ジョブ型の話は明るい話ではないのです。 

 

Ⅳ．自主管理思想の理想郷は 

１０．労働者自主管理という理想像の逆説 

 もう一つ、フランスの話。ほとんど知られてないと思いますが、エドモン・メールの『自

主管理への道』。エドモン・メールは、CFDT の書記長を 20 年間勤めた人です。フランスで

は、長い間共産系の CGTが一番大きい組織でした。今は CFDTのほうが大きくなりましたが、
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もともとカトリック系の CFTC があって、そこから分かれ、変身して CFDT という民主労組

ができました。 

 民主労組 CFDTは共産主義でもなくカトリックでもない。何を掲げたかといいますと、自

主管理思想です。自主管理とは、企業の歯車ではなく、まさに企業の主体である労働者です。

フランスは他のどの国よりもエリート主義、グランゼコールを出た若者がそこに管理職と

してやってきて、全部の指揮命令するという、そういう世界です。 

 そのような現場を知らないエリートたちではなくて、現場の労働者が企業経営に携わる

ような社会であるべきで、それが労働者自主管理だと主張したわけです。この本の中で、こ

のようなセリフがあります。「社会主義とは資本家の社長を社会主義の社長に置き換えるこ

とではない。労働者たちが自分自身のために自分自身で行政を行い、自分自身で方針を立て

ることだ」。 

 これはやはりフランス社会ならではだと思います。学歴がそのまま職業資格として権威

的な指揮命令関係を正当化し、そもそも労働組合もなかなか企業内に入り込めない。ミッテ

ラン政権時にオルー法で無理やり組合の支部を企業の中につくらせるというようなことを

しましたが、フランス型の労働社会だからこそ、そのアンチテーゼとしての労働者自主管理

が掲げられたのだろうと思います。 

 実は、日本も今から半世紀前、70 年代に自主管理が論壇の一部ではやったことがありま

す。ユーゴスラビア、あるいはフランスの自主管理運動がはやったということもありますが、

論壇でインテリが論じているだけの世界です。それとは掛け離れたところで日本の職場、現

場では、全く別の自主管理（JK）運動を実施していた。大変面白いことです。要するにフラ

ンスだからこそ自主管理が反体制的なスローガンになりますが、日本ではむしろ経営者の

ほうが労働者に対して「経営者のように考えろ」と言って無理やり自主管理させる、こうい

う国であると。いろいろな意味で面白いところがあります。 

 

Ｖ．片翼だけの労使関係 

１１．事業一家の覇者交替（資料１８ページ） 

 最後は日本についてです。これまでも述べてきましたが、ジョブ型は今日本で論じている

ような単純な話ではないですし、逆に日本のメンバーシップ型も薄っぺらにジョブ型を売

り込もうと人たちが思っているほど単純なものではない。戦時中、終戦直後に由来する長い

歴史がありますし、ジョブ型・メンバーシップ型といえば、企業の人事労務という表層的な

話だと思う人もいますが、ある意味で人間がつくり出す社会のありようの根幹に関わる話

であると理解していただく必要があります。 

 まず、紹介したいのは、沼田稲次郎の『現代の権利闘争』です。1960年代に出版された本

です。彼はかなり左翼的な労働法学者で、主張については現代では通用しないと思いますが、

この本の中で終戦直後の日本の労働運動に携わっていた労働者の感覚がどういうものであ
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ったかについて、非常にクリアに書かれています。 

終戦直後に GHQが命じて作られた労働組合ですが、GHQが想定したものとは全く似ても似

つかぬものが出来てしまった。基本的には戦時中の産業報国会から上層部、経営陣を排除し

てつくられた労職混合、ブルーカラーとホワイトカラーが混在した企業別組合で、上層部を

排除したといっても、排除されたのは本当の経営陣だけで課長クラスはみんな入っていま

すし、部長クラスも結構入っていたりしました。場合によってはむしろ管理職クラスが労働

組合を主導していた。ここがすごく面白いところで、最も経営層に近い管理職が主導する終

戦直後の労働運動が、戦後労働史の中で最も急進的な闘争を繰り広げたのです。 

 どのような急進的な闘争を繰り広げたか。ストライキなんていう生ぬるいものではない

です。生産管理闘争をやります。生産管理闘争って何か。要するに企業経営者を排除して組

合主導で工場や事業所を自主的に運営することです。東芝争議や東宝争議などをはじめ、日

本中のあちこちでたくさん実施されました。しかし、管理職主導の労働組合が経営陣を排除

して自分たちで運営していることは、課長や部長が労働組合のリーダーとして企業を運営

しているわけで、単に社長室に社長がいないということですから、外から見たら何も変わっ

ていない。生産管理闘争は、ぱっと見、生産管理闘争をしているのか、企業は普通に経営し

ているのかよく分からない。だけど、ある面から見れば、これは恐らく当時の労働組合の主

観で見ますと、まさにこれは労働者階級が資本家の手から生産手段を奪い取って、自分たち

の力で生産活動を遂行するという工場ソビエト1という意識もあったのではないでしょうか。 

 当時、共産党が非常に強かったので、これがもし共産革命であれば、工場ソビエトが全て

の権力を掌握することになりますが、日本ではそうはならない。個々の企業の中で工場ソビ

エトのようなことを管理職クラスの労働組合が実施していることは、実は外から見たら何

も変わらない。外から見たら何も変わらないだけではなくて、ここが重要ですが、沼田稲次

郎という左翼的な労働法学者が、当時の当事者の意識として、工場ソビエトではなく、戦時

中の産業戦士の職域奉公意識がそのまま露出しただけで、したがって経営者は生産サボを

やっており、けしからんと書いた。われわれこそがまさに今の駄目な経営者に代わって生産

を管理しているというような、産業戦士としての意識だったと書いています。非常に面白い

です。日本の労働運動の事実上の出発点は、まさに産業戦士の職域奉公から始まったという

ことです。 

 この意識は、例えば、組合専従者の給与を会社が負担する、何かといえばすぐに職場占拠

闘争をする、ストライキを実施しても賃金を要求するなど、後の日本の労働組合や日本独特

の慣行に影響を及ぼしています。 

1949 年の労組法改正で、ある程度是正が図られましたが、在籍専従やチェック・オフ、

 
1 ロシア革命時に自然発生的に生み出された工場労働者の組織。「すべての権力をソビエト

へ」というスローがンを掲げた共産党が権力を握ると名称は国の名に出世したが、実態は

潰された。（出典：濵口桂一郎先生の補足） 
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組合事務所の貸与、あるいは就業時間中のある程度の組合活動の容認といった慣行が残り

ました。これは、完全には労と使の立場を峻別し得ないという、戦後日本の慣行の影響です。

しかし、これらのことは従業員代表制ならむしろ当然なのです。ただ、企業別組合は労働組

合であるが故に、その間の矛盾に悩んでしまう。以上述べたように、労組が居場所たる職場

で闘争しようとすれば家庭争議にならざるを得ない。 

 

１２．戦後日本社会の設計図（資料１９ページ） 

次に終戦直後の時点で、ある理想像を描いた本を紹介します。 

 『企業民主化試案－修正資本主義の構想』という本です。若手経済人が結集した経済同友

会、今でも経済同友会として存続していますが、大塚万丈がリーダーとなり、企業民主化研

究会を作り、企業民主化試案をまとめました。企業は今でもそうですが、どこの国でも商法

上、会社は株主が所有者ということになりますが、そうではないと主張しています。既に終

戦直後の労働運動の力により、経営協議会や生産管理闘争が行われ、労働者が団体として企

業の生産活動に参加するということが行われていました。これを企業経営側が、企業モデル

に組み込もうというのが経済同友会の構想です。企業は、決して商法にいうような株主の所

有物ではない、これは経営と労働と資本という 3者の共同体である、と。従って、企業利潤

も経、労、資の 3者に配分すべきだと主張しています。 

 今、現にある経営協議会に、株主代表も入れ、これを企業総会にし、企業の最高意思決定

機関にする。株主総会は、あくまで企業総会の下部機関とし、企業総会に参画する株主代表

を選び、監査役を選任する。同様に下部機関として、労働者代表を選任する労働者総会を創

設する。面白いのは、大塚はこれを労働組合の進歩と呼んでいます。単に賃金引上げやその

他の労働条件を改善しろと言うだけの組織ではなく、まさに先ほど来話をしてきたトレー

ド型、ジョブ型の労働組合ではなく、企業共同体の一員として組み込まれた労働組合こそが

進歩だと。 

 しかしこれにはパラドックスがあります。企業総会に労働者代表も入るわけです。という

ことは、労働者の意思が既に織り込まれている、その企業総会の決定に労働組合はストライ

キで対抗することはできるのか。この問いをこの本の後ろのほうで延々と論じています。民

主化研究会の中でも、大塚とそれ以外の人たちでいろいろ意見が分かれており、粗々の意見

の中から出された本ではあります。これは、終戦直後に出された設計図ではありますが、ま

さしくその後の日本の、戦後七十数年間の日本の企業別労働組合というものの、パラドック

スが明確に描かれています。この段階ではまだ生産管理闘争をガンガンやっていた時期、闘

争的な時代なのです。したがって、企業のインサイダーになってしまった労働組合の存在理

由は何かということを、まだ当時の人は本気では思っていなかったが、しかしその後、数十

年後を経て、本当の意味での問題が出てくるのです。 

 日本の企業は、法的な意味で経、労、資、3者の共同体になったわけでも何でもないので
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すが、ある意味で経済同友会の企業民主化試案が、まさしくその後のメンバーシップ型とい

われる日本的な雇用の在り方より、むしろ企業の在り方、職場の在り方の設計図となり、そ

の後の日本の在り方を形作ってきたことは間違いないと思います。 

 

１３．従業員組合のアンビバレンツとその帰結（資料２０ページ） 

 このような中で、日本の労働組合が苦しい、つらい立場に置かれるということを描き出し

た本を紹介します。60 年ぐらい前に出された本です。古い本ですが、今から半世紀以上前

に出た本にいろんなことが全部書かれています。藤林敬三は、中労委の会長を務めた人で、

それまでも多くの労働紛争や労働争議の調停をずっと長くやってきた方です。彼の死後に

出された本で『労使関係と労使協議制』というタイトルです。 

 この藤林理論の出発点は、労使関係には二つあり、一つは、労使が協力する第一次関係、

もう一つは利害対立する第二次関係。この二つがドイツのように担当が分かれてればいい

のですが、日本では両者が企業別組合という単一の組織の中で癒着し、不分離状態にあるた

め、争う関係か、争うべからざる関係か、そのいずれともつかないような事態を含めて、藤

林の名言がたくさんちりばめられています。「日本の労働争議は近親者間の家庭争議であ

る」。労使は一体であるがゆえに、そこで紛争をすると家庭争議になってしまう。この頃は

まだ多くの争議があった。激烈な労働争議はありましたが、最後は大体、第二組合の発生と

いう結末に至る理由はなぜか。それは従業員としての里心のためなのだと。なぜそんな激烈

な政治闘争とか雰囲気闘争をやるのか。そうしないと労使協力の気持ちが強くて盛り上が

らないからだと。やたらに左翼的なことを口走るのは、そうやって非日常を演出しないと、

いつも仲間である経営者とけんかしなければならないからだと。だから、盛り上げるのです

が、やり過ぎると、そこまでやるのは酷いということで一般組合員がすっと引いていき、そ

こに協調的な第二組合が結成されて、あっという間にオセロゲームみたいにぱたぱたと色

が変わってしまう。この辺は本当に、日本の労使関係の実態というものをすごく目の当たり

に見続けた人ならではの言葉だと思います。図書館の奥のほうに置いてあると思います。も

し何かの機会があれば見て下さい。 

 この本の最後のところで藤林は、第二次関係が、このままいくと限りなく希薄化し、労使

協力の第一次関係に埋没することになると予言をしていました。まさしくそうなっていま

す。まさに日本の、私がメンバーシップ型と呼んでいるこのありようというのは、まさに戦

時中、そして終戦直後の労働運動のありよう、そしてそれを受けた経営側のありようという

ものの上に立脚してつくり出されたもので、その上にいろんなものがたくさん積み重なっ

ている。したがって、これからはジョブ型だといって、すぐにどうこうなるというような話

ではないのです。難しいのです。 

 こうした労使関係をどう考えるのか、なかなか難しいです。かつての 19世紀のイギリス

のトレード型の対極に位置しますし、20 世紀アメリカのジョブ型の正反対です。ある面で
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は G・D・Hコールやエドモン・メールが希求したパートナーシップや、あるいは自主管理に

近い面もあるでしょう。しかし、彼らが求めたものは決して実現することはありませんでし

た。ある面でそれに近い、部分的に実現しているのが、恐らくドイツのデュアル・システム

だと思いますが、ドイツのデュアル・システムは企業の中だけでの話であって、企業を超え

たレベルではジョブ型や、むしろトレード型が生き残った形で産業別の労使関係が逆に維

持しています。日本においては、労働組合がつくり出された終戦直後から、企業を超えた産

業別レベルの労働協約システムはほぼ完全に存在しない状況です。 

今の日本でまともなジョブ型を論じている人は、ジョブ・コントロール・ユニオニズムが

完璧に崩壊して、ヘイコンサルティングがつくったジョブをマーケットで売り買いし、その

ジョブでもって動いているような意味として言っている。これは現に、今のアメリカではそ

うなっているからなのですが、今まで話をしてきたように、まさに労働組合のトレード型か

らジョブ型を経てきた流れがあるわけですし、もう一つ、ジョブ型とは対極的なメンバーシ

ップ型の発想に近いものも実は欧米社会に、先ほど見てきたようにいろいろあったわけで

す。あったにもかかわらず、それがドイツのデュアル・システムの部分的なものを除けば、

実はほとんど成功していないということを踏まえて物事を考えていく必要があります。 

 本当にこの 2年半ほどいろんな所で講演しますと、「では、どうしたらいいですか」と答

えをすぐに求める質問が多くて、本当にいいかげん嫌になっていますが、そのような安直な

発想ではなく、とにかく、1ミリぐらいの薄い話ではなく、1センチ、10センチ、1メート

ルぐらいの深みのある話を自分でとことん考えぬいた上で、物事を考えていきましょうと

いうのが私の言いたいことです。これが正しいというような結論を言う気は全くありませ

ん。しかしこの問題を、ジョブ型、メンバーシップ型をはじめとする固有システムの問題を

考える際には、これぐらいのことは頭に置いて議論していただかないと、あまりにも薄っぺ

らな議論ばっかりが世にはびこってしまうと思います。 

私の話はここまでです。ご清聴ありがとうございました。 

 

＜質 疑＞ 

【藤本所長】 

 日本経済の大きな課題は、労働生産性をいかに引き上げるかということだと思いますが、

日本の労働生産の水準は、欧米と比較し、相当低いという現実があります。 

 職場で働いている労働者のモチベーションをいかに高めていくのかが大事だと思います

が、経営者、労働者、株主との関係といった面からの企業システム、あるいはジョブ型、あ

るいはメンバーシップ型のような雇用システムの観点から見たときに、システムとして働

く人のモチベーション、あるいは満足度を高めていく上では、どういうシステムがいいのか。

それを考える際の視点やアドバイスがあればお願いします。 
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【濱口ＪＩＬＰＴ研究所長】 

 いかなるシステムもメリットもあればデメリットもあります。30 年前に全ての面で日本

がいいといわれていたのも行き過ぎた議論ですし、その逆も行き過ぎなのだと思います。た

だ、どんなシステムにも理屈もつけることは可能です。つまり、ジョブを細かくして仕事を

した方が人間はやる気が出るのだ、というのをもっともらしい理屈を付けられるでしょう

し、逆にそんなことは全部なしにしたほうが人間はやる気が出るのだという理屈もいくら

でも付くはず。評論家とか学者は、そのときにもっともらしい理屈を付けているだけで、そ

れがもっともらしいのは、そのときに、30 年前は日本経済の威勢が良かったからで、今は

日本の威勢が悪いのでそういう議論が多分もっともらしく見えたり、もっともらしく見え

なかったりするだけだろうと思っています。これが一つ目。 

 二つ目。もう少し細かく見ていくと、労働者の中のどういう人たちが、よりそれによって

メリットを受け、どういう人たちがデメリットを受けているのか、というのはあります。そ

れは常に時代を超えて共通するものはあるのだと思います。にもかかわらず、どういう労働

者が多くて、どういう労働者が少ないかということによって、社会全体としてメリットが大

きいか、デメリットが少ないかの話になってしまう。 

 一番分かりやすいのは、30 年前までの日本は若い男性が多かった。女性は結婚したら辞

める。年齢構成がピラミッド型で、働かない中高年、いわゆる「おじさん」も少ない。働く

若い男性が占める社会でのメンバーシップ型の生産性は高かったと思います。逆に、女性も

定年まで働く、年齢構成が逆ピラミッド型になってきた中で、何でもかんでもやれと言って、

やらせていればいいというやり方では、生産性は昔に比べればはるかに上がらなくなると

は思います。個々のレベルで見れば、昔の若者も今の若者も大して変わらないし、昔の中高

年も今の中高年も大して変わらないと思いますが、社会全体の構成が変わると、よりメリッ

トの出る部分と、よりデメリットの出る部分との割合も変わりますし、社会全体としても違

いが出てくると思います。 

 ざっくり言うと、それはむしろそのレベルの話をしたほうがいいと私は思います。そこで、

大上段にそもそも、ジョブ型がいいとか何とかみたいな話にしないほうがいい、というのが

私の基本的な考えです。 

 

【塾 生】 

日本企業の仕組みとして、外部労働市場へのアプローチは難しい。企業間で共通のもの、

それがメンバーシップ型なのかジョブ型なのかは一旦置き、共通の評価指標を作っていく

ということが労働運動にとって非常に重要になるのではないかと思いながらお話を聞きま

した。 

 そうした場合、例えばジョブが細分化されてタスク化されていく、あるいは、場合によっ

てはそこまで細分化せずに、ジョブの範囲を広げるというような動きも当然、起こってくる
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と思いますが、労働組合がその共通の仕組みに関与していくことについて、タスク化したと

きに容易になるのか、ならないのか、どのようにお考えになりますか。 

 

【濱口ＪＩＬＰＴ研究所長】 

私自身、問題提起をしているだけで、それ以上何も深く考えてないことを追求されてしまっ

たので、正直、答えようがありません。 

 ただ、これが一体どうなるかは本当に分かりませんが、一つの楽観的な考え方としては、

事業体は企業を越えて、タスクレベルで労働、労務を活用していくが、それを提供する側は、

むしろタスクをジョブという形ではなく、トレードみたいな形で包括するような方向にな

るということはあるかもしれません。それこそ G・D・Hコールが若い頃に唱えていたような

ギルド社会主義みたいな方向性はあるのかもしれません。これは楽観的な、要するに AI社

会の先にはテクノ職人のギルド社会がやってくる、といったようなイメージですので、想像

の話です。 

もう一つの悲観的な方は、単純にその日その日にタスクを切り売りするような、デジタル

日雇いがあちこちにうようよしている荒涼たる世界。そういう未来図もあり得ます。どちら

になるか、あるいはその中間になるのか全然分かりません。 

  

【松岡主任研究委員】 

  企業を単に事業体としてみなして管理していく点でいえば、労働者協同組合という概

念が昔からあります。先ほど、どんどんタスク化しギルドに戻るのではと、予言めいたこと

もおっしゃっていましたが、労働者協同組合は将来的にどのようなに発展してくのか、見立

てがありましたら教えてください。 

 

【濱口ＪＩＬＰＴ研究所長】 

労働者協同組合は、まさに終戦直後に経済同友会が主張していた企業民主化試案と非常

によく似ていると思います。つまり、そこにはいいだけの話があるというわけではない。つ

まり、企業民主化試案の、ある意味成れの果てが今の日本だとすると、われわれは一方では

企業にとっての他者として、単に労働力を提供するだけであるという存在に耐え難く、自ら

政治的民主主義と同じような形でそこに参加したいという気持ちがある一方で、そこに没

入してしまうことによって、そこから自らを引き離して行動する立場というものが失われ

てしまう。まさに失われてしまった結果が今の日本だと考えると、実は労働者協同組合って

新しいように見えますが、これまた古い話だと思います。 

 人間は矛盾に満ちた存在で、矛盾に満ちた存在が組織をつくり、活動していく中で、参加

する主体性と対峙する主体性の両方をいかにして確保するが大事で、結局、ドイツ以外はそ

れに全部失敗したというのが、私の悲観的な見立てです。 
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 ドイツでは、企業内で協力するところは協力するシステム。協力するが、しかし、対峙す

るところは対峙するルートを別途きちんとつくって、一見それは、余計なルートをつくって

いるように見えますが、その意味はあると思います。あえて言うと、やはり人間の持つ矛盾

の両方をきちんと担保するような仕組みを作っていくことは必要です。そういう意味で労

働者協同組合に取り組む方々の熱意はよく分かるのですが、やっぱりそれは一方だけのも

のになっていると私は感じます。 

 

 

 

 

 

以 上 

 


